
介護と育児の両立が日本の労働市場に与える影響 

―介護頻度が週 4 日以上の 40 代では転職・休職希望が増加 

―制度はあるのに働き続けられない現実― 
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【セレクションアンドバリエーション オフィシャルレポート要旨】 

「母親の認知症が進行し、フルタイム勤務を続けるのが難しくなった。会社には介護支援制度がある

ものの、上司には『介護はプライベートな問題』と言われ、結局、私はキャリアを諦めるしかなかっ

た——」 

これは、ある 40 代のビジネスパーソンの実話だ。 

厚生労働省の調査によると、日本では年間約 10 万人が「介護離職」している。この現状が続け

ば、企業にとって貴重な人材が失われるだけでなく、社会全体の生産性も低下する恐れがある。 

この課題を解決するために、多くの企業が「テレワーク」や「介護休業制度」を整備し始めている

が、データを分析すると、これらの制度が十分に機能していないことが明らかになった。 

セレクションアンドバリエーションでは、介護と仕事の両立に関する課題に焦点を当て、テレワー

クの実施状況、介護頻度と就業希望の関係、さらには育児と介護を同時に担う「ダブルケア」の影響

について、公開データを基に分析を行った。 

調査の結果、40 代以降で介護負担が増加し、50 代では週 6 日以上の介護を担う割合が 26%以上に

達することが確認された。また、介護の頻度が高いほど離職を希望する割合が増加し、週 6 日以上の

介護を担う人のうち 33%が就業継続を断念する意向を示している。30〜39 歳では、介護をしながら

働く人の割合は３〜５％、育児をしながら働く人の割合は 25〜32%に達しているものの、育児と介

護を同時に担う「ダブルケア層」に対する支援策は不足していることも明らかとなった。 

本レポートでは、まず介護と仕事の両立におけるテレワークの課題を整理し、その後、介護負担と

就業希望の関係をデータ分析から示す。次に、育児休業とダブルケアの影響について考察し、最後

に、企業が取り組むべき施策を提示する。 

 



 

 

１．介護と仕事の両立（テレワークの実施状況と課題） 

介護と仕事の両立は、特に 30 代後半から 40 代の労働者にとって大きな問題となる。この年齢層

では、介護のためにフルタイム勤務を続けることに不安を感じている人材も少なくない。その中で、

テレワークはその解決策の一つとして注目を集めているが、現状ではテレワークが必ずしも十分に活

用されているわけではない。 

企業規模別のテレワーク導入率を見ると、従業員 1,000 人以上の大企業では 46%がテレワークを

導入しているが、300 人未満の中小企業では 23%以下にとどまる。企業規模が小さい企業ほどその導

入に対するハードルは依然として高く、活用が進んでいない。 

しかし、テレワーク制度があっても、実際に活用されているとは限らない。たとえば、実際に介護

に従事している者のテレワークの頻度（1 年間の就業日数に占める 1 日のうち少しでもテレワークを

した日数の割合）をみると「20%未満（週 1 日未満）」と回答した企業は、全体で平均 54%と過半数

の企業が出社中心の実態となっていることがわかる。一方、「60%以上（週 2~3 日以上）」と回答し

た企業は、全体で平均 22%にとどまる。長期的な介護負担に対応するための柔軟性がないことが課

題として浮かび上がる。また、介護休業制度に関しても、取得率は労働者全体でわずか 10.3%にとど

まり、特に非正規雇用者の取得率は 8.7%とさらに低い。 

企業が「制度は整えている」としても、休業を取得するとキャリアに影響が出るという懸念や、収

入の減少を不安視することから、実際に取得できる環境とはいいづらく、結果として労働者は離職を

選択せざるを得ないケースが増加している。 

このように、テレワークは介護と仕事の両立を支援するための有効な手段であるが、現実には多く

の企業で制度利用が進んでいない。 
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２．介護頻度と就業希望意識の関係 

介護の頻度が高まるほど、就業継続が困難になる傾向も明らかになっている。特に年齢層ごとの異

なる傾向が浮かび上がった。 

ここでは、介護頻度が月に 3 日以内の人と週に 4 日以上の人の就業希望の違いによる差分（継続ま

たは追加就業希望者と転職または就業休止希望者の差分）を算出し、介護負担の増加が働き方の選択

にどの程度影響を及ぼすかを検証した。この差分がプラスであれば就業継続の意向が強いことを、マ

イナスであれば介護を理由に転職や離職を考える人が多いことを示している。 

その結果、介護負担の増加がキャリア形成に与える影響があることが判明した。特に 20〜24 歳の

若年層では、介護頻度が月に 3 日以内の場合は+23%と仕事を続ける意向が高いが、週に 4 日以上で

は-29%と大幅に低下している。キャリアの初期段階で介護負担が増加すると、仕事を継続する余裕



がなくなり、離職やキャリアの変更を余儀なくされることが考えられる。若年層は経済的な安定が確

立されていないうえに、企業の介護支援制度の認知度や利用率も低いため、介護負担が増えると働き

続ける選択肢が著しく狭まることが考えられる。 

40 代に入ると、再び介護負担の影響が大きくなる。40〜44 歳では、介護頻度が月に 3 日以内の層

で-2%、週 4 日以上では-7%、45〜49 歳でも同様に-7%と、継続就業意向が低下する傾向が続いてい

る。この年代は、仕事において管理職や責任のあるポジションに就くことが多く、業務負担の増加と

同時に、親の介護が本格化する時期と重なる。結果として、仕事と介護の両立が難しくなり、転職や

離職を決断するケースが増加していると考えられる。 

一方で、50 代以降では介護頻度の増減による影響が比較的小さくなり、就業意向が安定する傾向

が見られる。50〜54 歳では、介護負担が少ない場合の差分が 1%、週 4 日以上では 5%とプラスに転

じている。55〜59 歳ではほぼ横ばいとなり、60〜64 歳では介護負担の変化による影響がほとんど見

られない。この年代では、介護と仕事の両立を前提とした働き方が定着しており、柔軟な勤務形態や

介護支援制度を活用することで、就業継続が可能になっていると考えられる。 

これらの結果から、介護負担の増加が特に若年層と 40 代において就業意向を大きく低下させるこ

とが推測される。 

全体として、介護と仕事の両立が難しいのは若年層と 40 代であり、企業や社会全体での支援強化

が必要な層であるといえる。一方で、50 代以降では仕事を続ける意向が安定するが、それを可能に

するための支援制度の維持・発展が重要といえる。 

 

 

３．育児休業の実態とダブルケアの影響 

最後に、育児と介護を同時に担う「ダブルケア」の負担についても確認する。特に、35〜44 歳の

世代においてその割合が顕著であり、企業には将来の人材確保の観点からも柔軟な対応が求められ



る。   

本分析では、推計値として年代別のダブルケア該当者割合を算出した。その結果、35〜39 歳では

1.5%、40〜44 歳では 1.8%と、いわゆるミレニアル世代においてダブルケアの割合が高まる傾向が

見られる。これに対し、25〜29 歳では 0.3%、30〜34 歳では 0.8%、45〜49 歳では 0.7%となってお

り、ダブルケアの負担が特に 35 歳以降に増大することが示唆される。 

ダブルケアの影響は、長時間労働の困難化、キャリアアップの停滞、精神的・体的負担の増加など

多岐にわたる。内閣府の調査によれば、日本の 15 歳以上人口に占めるダブルケア該当者の割合は

0.2%とされている。本分析の推計値は各年齢層の内部における割合を示しており、全人口ベースで

の実態と完全に一致するものではないものの、年齢層ごとのリスクの偏りを把握する上では重要な視

点である。   

とりわけ注目すべき点は、ミレニアル世代が企業や社会の中核を担う世代でありながら、ダブルケ

アの負担を強く受けていることである。この世代はキャリアの成熟期にあり、管理職や専門職として

の責任が増大する一方で、家庭内での役割負担も極めて重くなる。この世代への支援を怠れば、企業

の中核人材が労働市場から急速に離脱する危険性がある。   

また、ダブルケアの負担は女性に偏りがちであることも考慮すべきである。育児に関しては男性の

育児休業取得率が依然として低く、介護についても家族内で女性が主な担い手となる傾向が続いてい

る（※1）。この結果、ダブルケアを強いられる女性の就業継続率が低下し、40 代の女性の非正規雇

用率が 40%を超える要因の一つとなっている（※2）。これは単に個人の問題にとどまらず、企業や

社会全体における労働力の流出、ひいては生産性の低下へとつながる重大な課題である。   

日本社会におけるダブルケアの課題は、今後ますます深刻化する可能性が高い。特にミレニアル世

代への負担が集中することを鑑みると、この層への支援策を迅速に講じることが、持続可能な労働環

境の維持に直結すると言える。企業と政府が一体となり、包括的な対策を講じることが求められる。   

 

年齢層 介護者割合 育児者割合 ダブルケア該当者(推計値) 

25〜29 歳 3% 9% 0.3% 

30〜34 歳 3% 25% 0.8% 

35〜39 歳 5% 32% 1.5% 

40〜44 歳 7% 26% 1.8% 

45〜49 歳 14% 5% 0.7% 

 

４．まとめ（分析結果と企業への提言） 

以上の分析から、介護と仕事の両立、および育児休業との関連を踏まえたダブルケアの課題が明ら

かとなった。現状では、テレワークや時短勤務といった制度の導入自体はされているものの、実質的

な活用には至らず、育児や介護の負担が従業員の離職リスクを高めている。また、介護頻度と就業希

望意識には一定の相関関係があり、負担が増すほど離職リスクが高まる一方、育児を抱える層が介護

も担うダブルケアが増加していることで、労働市場にはさらなる人材流出の懸念がある。 

そこでまず必要なのは、企業の人事制度の機動的改革である。テレワークや時短労働を一層実効性

のある形で導入し、介護や育児中の従業員が長期的に利用できる環境を整備することで、仕事を持続



しやすくすることが重要である。その一環として、特別休暇の創設やダブルケア対応の休暇制度の再

設計も有効である。しかし、制度の存在のみでは事足りず、管理職や同僚の理解、業務分担の見直

し、および IT システムの整備等の総合的な支援が求められる。 

加えて、男性の介護・育児参加を促進するためには、企業文化や社会通常の変革が不可欠である。

女性のみに負担が集中する現状を改善し、家庭内の役割分担を見直すことで、離職リスクを抑える可

能性が高まる。この主張はダイバーシティ推進やジェンダー平等の視点からも重要であり、企業のイ

メージ向上にも繋がる。 

セレクションアンドバリエーションとしては、企業に対する人事制度改革や職場風土の改善に関す

るコンサルティングを通じて、介護と育児の両立が当たり前に実現できる社会を目指したいと考えて

いる。ダブルケア世帯の増加に象徴されるように、今後日本の労働環境は一層複雑化する見通しであ

る。だからこそ、先手を打って柔軟な働き方や家族ケア支援の強化を進めることが、企業の持続的発

展と社会全体の安定につながると確信している。 

 

以上 

※1 内閣府男女共同参画 「育児と介護のダブルケアの実態に関する調査報告書」より 

※2 総務省 「労働力調査」より 
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